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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　類似団体と比較すると、人件費に係る経常収支比率が1.1％低くなっていますが、本町の長期振興計画に基づき定員管理を行っているためであり、
職員数の見直しや施設の指定管理者制度の活用を目標に掲げコスト削減に向けて少数精鋭の組織作りを目指します。

【物件費】
　類似団体と比較すると、物件費に係る経常収支比率が0.8％高くなっていますが、本町の長期振興計画に基づき業務を積極的に外部委託しているた
めであり、町民やボランティア団体等と連携しながら地域の力を活用し業務の効率的な遂行を目指します。

【扶助費】
　類似団体と比較すると、扶助費に係る経常収支比率が1.4％低くなっていますが、今後は本町においても少子高齢化が見込まれるため扶助費の支
出額が増えることになります。そのため、限られた職員数や財源の中で福祉サービスを提供するためには、事業の効率化を図ることが必要です。

【補助費等】
　類似団体と比較すると、補助費等に係る経常収支比率が0.4％低くなっていますが、各種団体への補助や塩谷広域行政組合の負担金が主なもので
す。本町においても長期振興計画に基づき補助金等の支出については、事業の実績や決算を町民に公開できる仕組みを構築し適正化を図ります。

【公債費】
　類似団体と比較すると、公債費に係る経常収支比率が1.7％低くなっていますが、本町はライフラインの整備が遅れているために特別会計で事業を
実施している公共下水道を重点に整備しています。今後は、特別会計等の地方債発行額の抑制を行わないと実質公債比率が上昇してしまいます。そ
のため、地方債の発行は、後年度の公債費負担を考慮して事業を実施する必要があります。

【その他】
　類似団体と比較すると、その他に係る経常収支比率が4.0％低くなっていますが、年々増加の傾向になります。これは特別会計への繰出金が増加し
ているためです。特に特別会計の公共下水道事業については、今後も大型投資が続く予定なので使用料等の見直しと経費の節減に努めます。

【普通建設事業費】
　平成19年度と比較すると、平成20年度は普通建設事業費が大幅に減少しています。これは宝積寺駅東口整備事業が完了したことによる減少です。
平成21年度は小中学校屋内運動場耐震改修工事や国の経済対策を利用した普通建設事業を実施する予定です。

※数値が低いほうが財政構造に弾力性があることを表しています。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,665,247 54,191 60,148 ▲ 9.9
賃金（物件費） 172,003 5,597 4,385 27.6
一部事務組合負担金（補助費等） 337,418 10,980 7,506 46.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 133 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 47,200 1,536 3,106 ▲ 50.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 15,704 511 1,188 ▲ 57.0
▲退職金 ▲ 176,629 ▲ 5,748 ▲ 6,086 ▲ 5.6
合計 2,060,943 67,068 70,380 ▲ 4.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.89 6.73 ▲ 0.84
ラスパイレス指数 94.5 96.1 ▲ 1.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

873,555 28,428 32,176 ▲ 11.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 11 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 339,347 11,043 10,000 10.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

90,064 2,931 4,047 ▲ 27.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

20,108 654 1,507 ▲ 56.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 682,110 ▲ 22,198 ▲ 27,406 ▲ 19.0

合計 640,964 20,859 20,347 2.5
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,177,437 38,266 ▲ 22.0 44,041 ▲ 23.4 1.4

うち単独分 906,097 29,447 ▲ 15.7 32,321 ▲ 18.9 3.2

1,083,943 34,976 ▲ 8.6 53,398 21.2 ▲ 29.8

うち単独分 596,198 19,238 ▲ 34.7 34,793 7.6 ▲ 42.3

1,966,393 63,584 81.8 41,759 ▲ 21.8 103.6

うち単独分 1,144,708 37,014 92.4 25,833 ▲ 25.8 118.2

1,680,219 54,304 ▲ 14.6 36,358 ▲ 12.9 ▲ 1.7

うち単独分 1,089,932 35,226 ▲ 4.8 21,039 ▲ 18.6 13.8

868,890 28,276 ▲ 47.9 35,141 ▲ 3.3 ▲ 44.6

うち単独分 706,983 23,007 ▲ 34.7 20,483 ▲ 2.6 ▲ 32.1

過去５年間平均 1,355,376 43,881 ▲ 2.3 42,139 ▲ 8.0 5.7

うち単独分 888,784 28,786 0.5 26,894 ▲ 11.7 12.2
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